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免責事項

本ウェブキャストに含まれる情報は一般的なものであり、デロイト トウシュ トーマツリミテッド（“DTTL”）、そのグローバ

ルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して“デロイトネットワーク”）が、当該
情報により専門的な助言やサービスを提供するものではありません。財務または事業に影響を与える可能性のある、
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たは約束をするものではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員、職員または代理人のいずれ

も、本ウェブキャストに依拠することにより、直接的または間接的に発生するいかなる損失および損害に対して責任を
負うものではありません。DTTLならびに各メンバーファームおよびそれらの関係法人はそれぞれ法的に独立した別個
の組織体です。
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保険料の返戻に係る会計処理
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議題

• 保険料の返戻

• 設例 –保険料の返戻に係る会計処理
• 保険料の払戻し
• 無事故戻し
• 実績払戻し

• 実務上の考慮事項
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保険料の返戻
概要

保険料の払戻し（ROP） 無事故戻し（NCB） 実績払戻し（ER）

無事故

本ウェブキャストで取り扱う保険料の返戻1 の例としては、以下のものがある。

1 別個でない投資要素の定義は満たさない

IFRS第17号は、別個でない投資要素（NDIC）の定義を満たさな
い保険料の返戻について、個別の会計処理を規定していない。

ROPは別個でない投資要素と一緒に開示することが認められる

が、保険料が保険契約者に返戻されない状況がひとつは存在
するため、別個でない投資要素の定義を満たさない。

ROPは、以下のいずれかの方

法で、調整表の開示に含ま
れる。
➢ ROPをNDICの金額に含め
る、または

➢ 当期受領した保険料から
控除する

例外
IFRS第17号のガイダンス
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残存カバーに係る負債（LfRC）は以下に関する義
務を含む。

➢ まだ発生していない保険事故について保険金
を支払うこと （すなわち、保険カバーの未経過
部分に関連する義務）

➢ 以下に関連するその他の金額を支払うこと

➢ まだ提供されていないその他の保険契
約サービス

➢ 保険契約サービスの提供に関連してない
投資要素またはその他の金額で、発生
保険金に係る負債に振り替えられていな
いもの

発生保険金に係る負債（LIC）は以下に関する義
務を含む。

➢ すでに発生している保険事故について保険
金を支払うこと（すでに発生しているが保険
金請求がまだ報告されていない事故、および
他の発生した保険費用を含む）

➢ 以下に関連する金額を支払うこと

➢ すでに提供されている保険契約サービ
ス

➢ 保険契約サービスの提供に関連してい
ない投資要素またはその他の金額で、
残存カバーに係る負債ではないもの

保険料の返戻取引
IFRS第17号の関連ガイダンス
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設例
保険料の払戻し

保険料の払戻し（ROP）は、カバー期間が終了する前に保険が解約される際、保険契約者に返戻される金額で
ある。

会計上の論点

カバー期間内のある特定時点よりも前に保険契約者が保険を解約する場合、かつその場合に
のみ、ROPを受領する権利が保険契約者に付与される場合、保険料の払戻しはどのように会計
処理されるか？

未使用のカバー

解約日カバーの開始

カバー期間

カバーの終了

保険料の払戻し
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設例
保険料の払戻し

• ROPは、契約グループ

の将来キャッシュ・イン
フローの期待減少額と
して会計処理される。

• すべての調整は将来の
サービスに関連し、CSM
で会計処理する。

• ROPの金額は、残存カ

バーに係る負債から発
生保険金に係る負債に
振り替えられる。

• もはやカバーは存在し
なくなり、当該カバーに
関連する義務もなくなる。

• 決済前に生じた実績調
整は、保険収益で会計
処理される（「その他の
金額」として開示するこ
とが認められる）。

当初測定
調整

（ROPの発生前）
ROPの発生時
（契約の解約）

実績調整
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設例

ROPに関する実績調整の開示方法を次に示す。

ROPの実績調整も含める

（あれば）

保険料の払戻し

保険収益の分析

残存カバーに係る負債の金額 X

保険金およびその他の保険サービス費用の期待額 X

当期中の非金融リスクにかかるリスク調整 X

CSMの解放 X

その他の金額 X

保険収益合計
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設例

契約の境界線内にある無事故戻し (NCB) は、

保険事故が発生しない場合に、特定のカバーの終了時点で
支払われる

更新の有無とは関係なく支払われるが、権利確定前に解約
すると権利を失う。

無事故戻し

無事故戻し:

「...保険期間中に保険契約者に保険金支
払いが行われなかった場合、当該保険期
間中に支払われた保険料の総額の25%に
相当する無事故戻しが支払われる。」

会計上の論点
保険事故が発生しなかった場合にのみ、特定期間末日に保険料の払戻しを受ける権利が保険
契約者に付与される場合、保険料の払戻しはどのように会計処理されるか？

保険料の一
定割合

一括払い
または

例示目的のみで作成
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設例
無事故戻し

• NCBは、契約グループ

の将来キャッシュ・アウ
トフローの期待増加額
として会計処理される。

• すべての調整は将来の
サービスに関連し、CSM
で会計処理する。

• 期待無事故戻しの金額
は残存カバーにかかる
負債から取崩され、保
険収益の一部として損
益に認識される。

• 発生したNCBは、保険

サービス費用（ISE）およ
び発生保険金に係る負
債の一部として認識さ
れる。

• 実績調整は、保険サー
ビス費用に対する調整
として会計処理される。

当初測定
調整

(NCBの発生前)
NCBの発生時

(NCBの権利確定)
実績調整
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設例

NCBが損益計算書上でどのように表示されるかを次に示す。

権利確定時に見

込まれるNCBの取

崩が含まれる

損益計算書 注

保険収益1 X

保険サービス費用1 Y

発行済の保険契約から生じる保険サービスの結果

発生したNCBおよ

び関連する実績

調整が含まれる

無事故戻し

1 2018年9月実施のTRGでのスタッフ・ペーパーAP 03では、保険金を条件とする払戻しは保険金の一部であるため、保険サービ

ス費用の一部として認識されることが議論された。
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設例

実績払戻しは、保険商品単位または個々
の保険契約者単位において保険金の実際
支払額が期待値より少ない場合に保険契
約者に支払われる金額である。

その結果、保険金の実際支払額が期待値
よりも悪い場合または保険契約者が保険
期間に保険契約を解約した場合、保険契
約者は保険料の返戻を受ける権利はない。

会計上の論点:
保険金の実際支払額が期待値より良好、かつ、その場合にのみ、保険契約者が保険料の返戻
権を有する場合、実績払戻しに対する会計処理をどのようにするのか？

実績払戻し

実績払戻し:

“保険者Bは20x1年1月1日から20x1年12

月31日の保険期間に保険料から支払保険
金を控除した剰余の10%を保険契約者Cに
実績払戻しを提供する”

例示目的のみで作成
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設例
実績払戻し
実績払戻しに対する会計処理は無事故戻しに類似する:

契約時点では期待値実績払戻しは、追加のキャッシュ・アウトフローとして残存カバーに係る負債
に含める

実績払戻しが発生する前の調整は将来のサービスに関連し、CSMで会計処理する。

権利確定時点で、期待実績払戻しは、残存カバーに係る負債から解放され、保険収益の一部として
認識され、発生した実績払戻しは保険サービス費用の一部として認識され、相手勘定として発生保
険金に係る負債または現金が認識される。

事後の実績調整は、保険サービス費用に対する調整として会計処理する。
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設例
要約
下記のテーブルは議論した異なる保険料の返戻取引に対する会計上の取扱いの要約である：

保険料の払戻し 無事故戻し / 実績払戻し

当初測定 インフローの期待減少額 アウトフローの期待増加額

発生時の処理

貸借対照表において残存カバーに係る
負債から発生保険金に係る負債に振り
替えを行い、その影響額を保険収益に
認識する

保険サービス費用と発生保険金に係る負
債を認識する。

発生額の事後変更/実績調整 保険収益を通じて調整される。 保険サービス費用を通じて調整される。

追加事実及び状況により会計処理はいずれかの方法に変更される可能性がある。
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実務上の考慮事項

保険料の返戻に関する会計処理についてIFRS第17号の要求事項を適用する場合の実務上の考慮事項

• 保険契約負債に保険料の返戻取引の期待値を正確に把握できる数理モデルが組込まれなけれならない。
これは現状のIFRS第4号の会計方針とは異なる会計処理である。

• 正しい報告日に残存カバーに係る負債から発生保険金に係る負債への要求される振り替えが可能となる
ように、IFRS第17号用の補助元帳の仕訳ルールを設定しなければならない。
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